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制度融資について 

 

産 業 政 策 課 

 

 

１ 補正の理由 

  中小企業の資金繰りの円滑化を支援する制度融資の預託金等について、実績

見込みにより、予算を減額補正する。  

 

２ 補正予算額             △３,８８４,８８３千円 

      内 訳  ・預託金     △３,７７８,０００千円  

           ・保証料補助金  △  １８３,６７３千円  

           ・損失補償金       ７６,７９０千円  

 

（１）預託金及び保証料補助金            

 

  

（２）損失補償金                       

 

 

３ 預託金等減額の主な理由 

  日本銀行の金融緩和策継続により市中銀行のプロパー融資金利が低下して 

いること、企業業績の改善等によりプロパー融資の調達が容易になってきてい 

ることから、主としてセーフティーネットとしての役割を持つ県制度融資の資 

金需要が減少したため。 

    (単位:千円）

当初 補正額 補正後 当初 補正額 補正後

中小企業振興資金 20,610,000 ▲ 1,927,000 18,683,000 189,184 ▲ 72,994 116,190 21,700,000 11,479,000

経営安定資金 23,578,000 ▲ 1,060,000 22,518,000 265,212 ▲ 97,522 167,690 10,600,000 6,063,000

新事業展開資金 3,969,000 ▲ 751,000 3,218,000 28,233 ▲ 12,433 15,800 3,000,000 639,000

106,000 ▲ 40,000 66,000 777 ▲ 277 500 100,000 21,000

再建企業特別融資資金 0 0 0 457 ▲ 447 10 200,000 0

中小企業組織融資資金 300,000 0 300,000 0 0 0 1,200,000 472,000

合　　　　計 48,563,000 ▲ 3,778,000 44,785,000 483,863 ▲ 183,673 300,190 36,800,000 18,674,000

資 金 名 称 新規融資枠
新規貸付

見込

預　　　　託　　　　金 保証料補助金

アグリサポート資金

(単位：千円）

当初 補正額 補正後
経営安定資金 0 45,310 45,310

新事業展開資金 0 31,480 31,480
合　　　　計 0 76,790 76,790

資 金 名 称
損失補償金
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あきた企業立地促進助成事業について 

 

                                                産 業 集 積 課 

                                                資源エネルギー産業課 

 

 

１ 補正の理由  

  工場等新増設のための設備投資及び雇用に係る費用の一部を助成する「あ

きた企業立地促進助成事業」について、実績見込みにより、予算を減額補正

する。  

 

２ 概 要 

（１）産業集積課分 

     ①補正予算額   △２９５,３１０千円（補助金） 

       （現計 ２,０２６,１３５千円 → 補正後 １,７３０,８２５千円） 

     ②対 象 件 数   △３件（現計 ２６件→補正後 ２３件） 

     ③補正の内訳                         

・設 備 投 資 分 △３２４,５６０千円 

・雇用奨励費分   ２９,２５０千円 

 

（２）資源エネルギー産業課分（環境・エネルギー型、資源素材型） 

     ①補正予算額   △４,０００千円（補助金） 

   （現計 １,２０１,０８９千円 → 補正後 １,１９７,０８９千円） 

     ②対 象 件 数    増減なし（現計 ７件→補正後 ７件） 

     ③補正の内訳                         

・雇用奨励費分 △４,０００千円 
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《参考》　あきた企業立地促進助成事業（平成３０年度２月補正予算） 内訳

対象
人数

補助
予定額

対象
人数

補助
見込額

1 DOWAｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ秋田㈱（第二期） 秋田市 34 8,500 8,500 13 3,250 3,250 △ 5,250 計画雇用者数に対する減

2 ミサキ化学工業㈱ にかほ市 13 3,250 3,250 29 7,250 7,250 4,000 計画雇用者数に対する増

3 ㈱ＹＧＦ 湯沢市 100 25,000 25,000 64 16,000 16,000 △ 9,000 計画雇用者数に対する減

4 ティディエス㈱ 北秋田市 10 2,500 2,500 40 10,000 10,000 7,500 計画雇用者数に対する増

5
ニプロファーマ㈱
（旧ニプロパッチ㈱）

大館市 78 19,500 19,500 60 15,000 15,000 △ 4,500 計画雇用者数に対する減

6 秋田グルーラム㈱ 大館市 10 2,500 2,500 20 5,000 5,000 2,500 計画雇用者数に対する増

7 アルフレッサファインケミカル㈱ 秋田市 10 2,500 2,500 10 2,500 2,500

8
セイコーエプソン㈱、
秋田エプソン㈱

湯沢市 714,084 37 9,250 723,334 617,260 60 15,000 632,260 △ 91,074 導入設備の精査等による減

9 秋田海陸運送㈱ 秋田市 10 2,500 2,500 24 6,000 6,000 3,500 計画雇用者数に対する増

10
Ｔｉａｎｍａ　Ｊａｐａｎ㈱
（旧ＮＬＴテクノロジー㈱）

秋田市 30,000 78 19,500 49,500 31,153 40 10,000 41,153 △ 8,347 計画雇用者数に対する減

11 大橋鉄工秋田㈱ 横手市 17 4,250 4,250 40 10,000 10,000 5,750 計画雇用者数に対する増

12 ㈱花火創造企業 大仙市 11 2,750 2,750 9 2,250 2,250 △ 500 計画雇用者数に対する減

13 ニプロ㈱ 大館市 425,323 180 45,000 470,323 425,323 260 65,000 490,323 20,000 計画雇用者数に対する増

14 睦特殊金属工業㈱ 横手市 30 7,500 7,500 43 10,750 10,750 3,250 計画雇用者数に対する増

15
日立オートモティブ
システムズステアリング㈱

横手市 12 3,000 3,000 △ 3,000 企業都合による辞退

16 ㈱宮腰デジタルシステムズ 横手市 11 2,750 2,750 19 4,750 4,750 2,000 計画雇用者数に対する増

17 ㈱秋田バイオマスチップ 大仙市 15,992 10 2,500 18,492 △ 18,492 次年度申請

18 住鉱テック㈱ 能代市 58,300 58,300 △ 58,300 次年度申請

19 フカイ工業㈱ 潟上市 10 2,500 2,500 7 1,750 1,750 △ 750 計画雇用者数に対する減

20 ㈱グラノプト 能代市 47,847 47,847 47,847 47,847

21
㈱プレステージ・
インターナショナル

横手市 200,000 200,000 △ 200,000 次年度申請

22 ＪＵＫＩ産機テクノロジー㈱ 横手市 53,207 10 2,500 55,707 57,063 40 10,000 67,063 11,356 計画雇用者数に対する増

23 三和精鋼㈱ にかほ市 151,200 151,200 △ 151,200 次年度申請

24 Ｔｉａｎｍａ　Ｊａｐａｎ㈱ 秋田市 6,000 6,000 △ 6,000 計画変更による減

25 ㈱村田指月FCソリューションズ 羽後町 149,032 149,032 △ 149,032 次年度申請

26 住鉱テック㈱　【事業集約型】 能代市 7,400 7,400 5,946 5,946 △ 1,454 設備投資額の実績による減

27 ＡＯＳ㈱ にかほ市 10 2,500 2,500 2,500

28 岡谷セイケン㈱ 横手市 54,600 54,600 54,600

29 ㈲佐藤養助商店 湯沢市 155,655 155,655 155,655

30 ニューロング秋田㈱ 大館市 138,978 138,978 138,978

1,858,385 671 167,750 2,026,135 1,533,825 788 197,000 1,730,825 △ 295,310 現計：26件 → 補正後：23件

(26件) (23件)

対象
人数

補助
予定額

対象
人数

補助
見込額

1 日本新金属㈱（第二期） 秋田市 20 5,000 5,000 20 5,000 5,000

2 日本新金属㈱（第三期） 秋田市 278,341 278,341 278,341 278,341

3 エコシステム秋田㈱ 大館市 29 7,250 7,250 30 7,500 7,500 250 計画雇用者数に対する増

4 能代ＦＲＣ有限責任事業組合 能代市 15 3,750 3,750 11 2,750 2,750 △ 1,000 計画雇用者数に対する減

5 秋田製錬㈱ 秋田市 378,748 378,748 378,748 378,748

6 ㈱小滝電機製作所 大館市 112 28,000 28,000 99 24,750 24,750 △ 3,250 計画雇用者数に対する減

7 ＴＤＫ㈱ 由利本荘市 500,000 500,000 500,000 500,000

1,157,089 176 44,000 1,201,089 1,157,089 160 40,000 1,197,089 △ 4,000 現計：7件 → 補正後：7件

(7件) (7件)
資源エネルギー産業課　計

実績見込額(B)

補正額
(B-A)

備考投下固定
資産分補
助予定額

雇用奨励費
補助

予定額計

投下固定
資産分補
助見込額

雇用奨励費
補助

見込額計

番号 企　業　名
事　 業
所在地

現計予算(A)

備考投下固定
資産分補
助見込額

補正予算額
(B-A)

事　 業
所在地

現計予算(A)

投下固定
資産分補
助予定額

補助
予定額計

雇用奨励費企　業　名

（２）資源エネルギー産業課分

(１)産業集積課分

実績見込額(B)

雇用奨励費
補助

見込額計

産業集積課　計

番号
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本社機能等移転促進事業について 

 

 産 業 集 積 課 

 

１ 補正の理由 

  本社機能等移転促進事業は、県外にある本社機能等を県内に移転する企業に

対し補助金を交付することにより、県内における企業立地を促進し、県内経済

の活性化と雇用の拡大を図ることを目的としている。この度、当該事業の指定

を受けた企業が補助金交付要件を満たしたことから、予算を増額補正する。 

 

２ 概 要 

（１）補正予算額    ４０,０００千円（補助金） 

(現計 ２０,６４４千円 →補正後 ６０,６４４千円) 

（２）対 象 件 数    １件（現計 １件 → 補正後 ２件）  

                         

《参考》 

○補助内訳 

    （単位：千円）  

 

企業名 事業 

所在地 

補助事業 

指定年月日 

補助対象 

経費 
補助額 

現計 

予算額 

補正 

予算額 

補正後 

予算額 

㈱パワー・オプティ 

マイザー 
秋田市 H29.12.1  51,610 20,644 20,644 － 20,644 

エドモンド・オプティ

クス・ジャパン㈱ 
湯沢市 H30.5.30 190,600 40,000 － 40,000 40,000 

合 計（２件）   242,210 60,644 20,644 40,000 60,644 

 

 

 ○本社機能等移転促進補助金制度 

・補 助 対 象 県内に本社機能等を移転等し、本店登記する企業 

（ただし、登記については案件に応じて協議） 

・対 象 要 件 本社機能等移転に伴う増加常用雇用者数２人以上 

・補助対象経費 移転に要する事務経費、建物及び付属設備、 

一般設備、生産設備、従業員の転居等に要する費用、 

新規常用雇用者の初年度人件費（役員は除く） 

・補  助  率 ４０％ 

・限  度  額 ４千万円 
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大館工業団地造成事業に係る債務負担行為の設定について 

（工業団地開発事業特別会計） 

 

                                                産 業 集 積 課   

 

１ 目 的 

大館工業団地造成事業について、企業の投資意欲が高まるなか、本県への更なる設備

投資を促進するため、造成工事に速やかに着手し、拡張地の早期完成を目指す必要があ

ることから、債務負担行為を設定する。   

 

２ 概 要 

造成工事について、今年度中に入札手続を進め、平成３１年度当初から着手する。 

・造成工事  約４.２ｈａ 

・施工期間  平成３１年度 

 

３ 債務負担行為限度額 

     ４２６,０４１千円（工事請負費） 

                                       

《参考》 

○スケジュール 

 

 

 

 

第二拡張地

7 10 1 4
内　訳 実施項目

1 4

造成工事等
（道路工事、

インフラ整備含む）

測量・登記手続
（法務局との調整含む）

債務負担行為対象期間

10 1

第一拡張地

造成工事等
（道路工事、

インフラ整備含む）

測量・登記手続
（法務局との調整含む）

7 10

H32

4 7 10 1 4 7 10 1 4

H28 H29 H30 H31

7

5



 

○工業団地全体図 

 

 

○第二拡張地平面図 

 

 

 

至 大館市街 

Ａ 

Ｂ Ｃ 

Ｄ 

① 

② ③ ④ 
市道二井田片貝沼田線 

付替市道（予定） 

付替市道（予定） 

至 県道２８５号 

片貝家ノ下遺跡 

引欠川 

⑤ 

④ 

造成済 

造成済 

造成済 
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緊急雇用創出等臨時対策基金返還事業について 

 

 

雇用労働政策課 

 

 

１ 補正の理由  

  国の緊急雇用創出事業臨時特例交付金を財源として造成した「秋田県緊急雇

用創出等臨時対策基金」については、関係事業が終了したことから執行残額を

平成２７年度に国庫に返還しているが、係争事案の和解等により、県に補助金

が返還されたことから、国庫に返還する。  

 

２ 概 要  

（１）債務不存在確認請求訴訟の和解による返還分     １,６８０,４０４円 

＜内訳＞起業支援型地域雇用創造事業分（平成２５～２６年度実施） 

①大館市からの返還金             １,３８０,４０４円 

②県実施分の正規雇用一時金相当額       ３００,０００円 

 

（２）にかほ市からの自主返還分                １,８１６円 

＜内訳＞起業支援型地域雇用創造事業分（平成２６年度実施） 

・会計検査の過程で実績報告額の誤りが判明したことによる 

  

                                         合計    １,６８２,２２０円 

 

 

３ 補正予算額（返還額）                         １,６８３千円 

 

 

 

 

《参考》 

※ 起業支援型地域雇用創造事業（平成２５～２６年度実施） 

起業後１０年未満の民間企業の、地域資源を活用した新製品・新サービス等の新

たな事業展開を支援することにより、失業者の安定した雇用の継続を図る事業 
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公 営 企 業 課

１　電気事業会計

(1)収益的収入及び支出（予算第３条関係）

・

・事業費は、水力発電費などの実績見込みにより総額で１０８,５６６千円を減額
・当年度の収支差は８７７,９７３千円の見込み

収　　　　入 （単位：千円）

款 項 目 補正予定額

1 事 業 収 益 69,166

1 営 業 収 益 65,968

1 電 力 料 65,363 実績見込みによる補正

2 営 業 雑 収 益 605 実績見込みによる補正

2 財 務 収 益 549

2 受 取 利 息 549 実績見込みによる補正

預金利息 431

貸付金利息 118

3 営業外収益 2,649

1 長期前受金戻入 △ 2 実績見込みによる補正

2 事 業 外 収 益 2,651 実績見込みによる補正

支　　　　出 （単位：千円）

款 項 目 補正予定額

1 事 業 費 △ 108,566

1 営 業 費 用 △ 132,815

1 水 力 発 電 費 △ 95,121 実績見込みによる補正

人件費 2,611

物件費 △ 329

修繕費 △ 44,774

委託費 △ 24,498

負担金及び分担金 △ 22,305

減価償却費 △ 10,960

固定資産除却費 5,134

2 送 電 費 △ 3,508 実績見込みによる補正

人件費 124

委託費 △ 3,632

3 一 般 管 理 費 △ 16,822 実績見込みによる補正

人件費 △ 15,097

物件費 181

委託費 184

減価償却費 △ 2,090

4 ＦＩＴ発電所費 △ 17,364 実績見込みによる補正

人件費 248

物件費 △ 452

修繕費 △ 1,736

委託費 △ 2,494

減価償却費 △ 12,930

平成３０年度 秋田県公営企業会計の補正予算について

事業収益について、電力料収入の増など実績見込みにより総額で６９,１６６千円を
増額

収 益 的 収 入 及 び 支 出

備　　　考

備　　　考
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款 項 目 補正予定額

3 附帯事業費用 △ 998

1
発 電 所 周 辺
地 域 等 振 興
事 業 費 用

△ 998 実績見込みによる補正

4 営業外費用 25,247

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

25,247 実績見込みによる補正

（単位：千円）

(2)資本的収入及び支出（予算第４条関係）

・

・

収　　　　入 （単位：千円）

款 項 目 補正予定額

1 資本的収入 △ 6,029

1 国庫補助金 △ 5,222

1
成 瀬 発 電 所
建設費補助金

△ 5,222 実績見込みによる補正

2 受 託 金 △ 837

1 改良工事受託金 △ 837 実績見込みによる補正

3
固 定 資 産
売 却 代 金

30

1
固 定 資 産
売 却 代 金

30 実績見込みによる補正

支　　　　出 （単位：千円）

款 項 目 補正予定額

1 資本的支出 △ 191,659

1 建 設 費 △ 188,432

1
成 瀬 発 電 所
建 設 費

△ 188,432 実績見込みによる補正

2 改 良 費 △ 3,227

1 発電所改良費 △ 3,227 実績見込みによる補正

（単位：千円）

700,241 177,732 877,973

備　　　考

収　 支 　差

補　正　前 補正予定額 補　正　後

△ 1,738,266 185,630 △ 1,552,636

※不足額については、内部留保資金（減債積立金、中小水力発電開発改良積立金、過年度分
　損益勘定留保資金、当年度分消費税資本的収支調整額）により補てん

収入は補助金などの実績見込みにより総額で６,０２９千円を減額

支出は建設費などの実績見込みにより総額で１９１,６５９千円を減額

備　　　考

備　　　考

収　 支 　差

補　正　前 補正予定額 補　正　後

資 本 的 収 入 及 び 支 出
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２　工業用水道事業会計 

(1)収益的収入及び支出（予算第３条関係）

・

・事業費は、維持管理費、消費税などの実績見込みにより総額で３,１９５千円を減額

・当年度の収支差は１７９,６６０千円の見込み
 

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　入 （単位：千円）

款 項 目 補 正 予 定 額 備　　　考

1 事 業 収 益 89,586

1 営 業 収 益 10,620

1
秋 田 工 業 用
水 道 使 用 料

10,691 実績見込みによる補正

2 営 業 雑 収 益 △ 71 実績見込みによる補正

3 特 別 利 益 78,966

1
そ の 他
特 別 利 益

78,966 実績見込みによる補正

支　　　　出 （単位：千円）

款 項 目 補 正 予 定 額 備　　　考

1 事 業 費 △ 3,195

1 営 業 費 用 △ 14,046

1 維 持 管 理 費 △ 10,271 実績見込みによる補正

2 一 般 管 理 費 △ 3,775 実績見込みによる補正

2 営業外費用 10,851

3
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

10,851 実績見込みによる補正

（単位：千円）

(2)資本的支出（予算第４条関係）

・

支　　　　出 （単位：千円）

款 項 目 補 正 予 定 額

1 資本的支出 △ 51,294

1 改 良 費 △ 51,294

1
秋 田 工 業 用
水 道 改 良 費

△ 51,294 実績見込みによる補正

（単位：千円）

179,660

送水管改修工事などの実績見込みにより総額で５１,２９４千円を減額

備　　　考

事業収益は建設負担金の一括納付などにより総額で８９,５８６千円を増額

資 本 的 支 出

※不足額については、内部留保資金（減債積立金、過年度分損益勘定留保資金、当年度分消費税
　資本的収支調整額）により補てん

補　正　前 補正予定額 補　正　後

△ 267,592 51,294 △ 216,298

収　 支 　差

収　 支 　差

補　正　前 補正予定額 補　正　後

86,879 92,781
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成瀬発電所建設事業に係る継続費の変更について

公 営 企 業 課

１ 補正の理由

成瀬ダムの型式変更に伴い、国土交通省と県との共同施設である取水・導水設備が変

更となり、国土交通省から提示された工事費負担金額が増額となったことなどから、継

続費の補正を行う。

２ 概 要

（１）経 緯

平成１３年５月２９日 成瀬ダムの建設に関する基本計画の告示

平成１４年２月 成瀬発電所建設事業の継続費設定

平成２９年９月１２日 成瀬ダムの建設に関する基本計画の一部変更の告示

（ダムの型式変更等）

（２）変更内容

項 目 変 更 前 変 更 後

ダ ム 型 式 ロックフィルダム 台形ＣＳＧダム

負 ダム本体負担率（％） ０.３０ ０.４０

担 取水設備負担率（％） ５.６６ ３０.７７

金 導 水 管 負 担 率（％） ５.６６ １４.８１

発電所掘削負担率 (％） － １００.００

発 最 大 出 力（ｋＷ） ３,９００ ５,８００

電 最 大 使 用 水 量（ｍ３／ｓ） ４.８０ ８.００

所 年間予定売電量(千ｋＷｈ) １９,６１３ ２３,０３８

負担金の対象施設図

ダム本体
(0.40%)

発電所

取水設備
(30.77%)

導水管(14.81%) 発電所掘削(100.00%)
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３ 予 算 額

（単位：千円）

補 正 前 補 正 額 補 正 後

事 業 費 ３,９５７,３１０ ２,１３１,１１５ ６,０８８,４２５

（１）負 担 金 ４５９,０００ １,７９２,３０３ ２,２５１,３０３

（２）工 事 費 ２,５６１,２６５ ４００,２６５ ２,９６１,５３０

（３）総 係 費 ９３７,０４５ △６１,４５３ ８７５,５９２

事 業 期 間 Ｈ１４～３６年度 － 変更なし

（増減額の内訳）

（１）負担金 １,７９２,３０３千円

ダ ム 本 体 工 事 １６３,９５７千円

取水・導水設備工事 １,５２８,２７３千円

発 電 所 掘 削 工 事 １００,０７３千円

（２）工事費 ４００,２６５千円

発 電 所 建 設 費 ８８６,７３８千円

取水・導水設備工事 △３８６,４００千円

発 電 所 掘 削 工 事 △１００,０７３千円

（３）総係費 △ ６１,４５３千円

総 係 費 △ ６１,４５３千円

《参考》 成瀬発電所建設事業について

成瀬発電所建設事業は、ダム型式変更に伴う工事費負担金等の増額に加え、新たに系

統連系に係る工事負担金が必要となった。

なお、建設総事業費は、平成２４年７月に導入された固定価格買取制度（ＦＩＴ制度）

を活用することから、２０年以内で回収できる見込みとなっている。

○総事業費 （単位：千円）

項 目 変 更 前 変 更 後 差 引

建設総事業費 ３,９５７,３１０ ９,９８５,４７７ ６,０２８,１６７

発電所建設費等 ３,９５７,３１０ ６,０８８,４２５ ２,１３１,１１５

系統連系負担金 － ３,８９７,０５２ ３,８９７,０５２

○収支見込み

項 目 変 更 前 変 更 後

売 電 方 法 総括原価 ＦＩＴ

年 間 収 支 見 込 み（千円） 約１００,０００ 約５００,０００

建設総事業費回収年（ 年 ） ４０ ２０
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権利の放棄について

産 業 政 策 課

１ 理 由

秋田県中小企業設備近代化資金貸付金に係る次の債務者に対する未収債権について

は、平成元年１２月４日付で法人の解散登記がなされ、調査により残余財産がなく、連

帯保証人３名中２名は死亡、１名は所在不明であることから、債務を履行させることが

著しく困難である。

２ 債権の内容

（１）債務者

所在地 秋田市新屋豊町１９番４４号

名称 株式会社 第一空調

代表者 伊藤 巖

事業内容 暖冷房配管工事、空調設備工事、厨房設備工事等

（２）貸付金

事業名 秋田県中小企業設備近代化資金

貸付日 昭和５４年 ３月３１日 貸付元金 ３,９３５,０００円

最終履行期限 昭和５８年１２月２０日 現在残高 ３,７３７,０００円

最終納入日 平成２５年１２月２７日 返済総額 １９８,０００円

消滅時効完成日 平成３０年１２月２７日

３ 概 要

（１）債務者の現状

残余財産はなく、昭和５８年の会社倒産後も、代表者に対し支払の交渉を行ったが、

平成２７年に代表者は死亡している。法人は、平成元年に商法の規定による解散登記

がなされたが、清算が結了していないため法人格は残存している。

（２）債権の消滅時効について

本件貸付金債権は、平成５年２月２６日に時効が完成したが、平成１４年４月２５

日に代表者から納入があり、主債務者（法人）の時効の援用利益が放棄された。

その後、平成２５年１２月２７日の納入を最後に、平成２７年に代表者が死亡した

ため、５年後の平成３０年１２月２７日に主債務者（法人）の時効が完成した。一方

で、連帯保証人に係る債権の時効は平成５年に完成したまま、現在に至っている。

（３）債権の整理について

主債務者（法人）は時効の援用ができる状態ではなく、連帯保証人３名のうち２名

は死亡（法定相続人９名から時効援用の意思表示あり）、１名は所在不明であり、今

後、当該債務を履行させることは著しく困難と認められることから、債権の整理とし

て権利放棄を行うこととする。
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《 参 考 》

○消滅時効時系列イメージ

○秋田県中小企業設備近代化資金の概要

信用力や資金調達力の弱い中小企業者に対し、設備の設置に必要な資金を無利子で貸

し付けるもので、中小企業近代化資金等助成法に基づき、昭和３１年度以来、県が国の

助成を受けて貸付を行ってきた。なお、平成１１年１２月の同法改正に伴い、事業は終

了している。

①貸付割合 設備費の２分の１以内

②貸付期間 ５年以内（うち据置期間１年以内）

③貸付利子 無利子

④スキーム

県（一般会計）

県（特別会計）

国（補助金）

貸付先（中小企業者）

貸付原資

25%

25%

貸付原資

貸付金

償還金

50%

50%を自己調達

S.63.2.26

H.5.2.26

H.14.4.25

H.25.12.27

代表者納入（時効中断）

※連帯保証人にも効果が及ぶ

消滅時効完成

納入による

時効援用利益の放棄

最終納入（時効中断）

※連帯保証人には効果が及ばない

✕

H.30.12.27 消滅時効完成

5年経過

未収金発生S.55.12.20

5年経過

主債務者（法人） 連帯保証人
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